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第 16回「超高齢化社会問題研究会」  

日時：平成 21年６月１日（月） 14： 00～  

場所：経営戦略研究所会議室  

報告：「長期的な日本経済のあり方」  

    

○Ａ それでは、第 16回の研究会を開催させていただきます。  

 今日は、「長期的な日本経済のあり方」ということでお話をいただいて、討

論をしたいと存じております。  

 お忙しい中を大変ありがとうございました。よろしくお願いします。  

 

○講師 こういう席にお招きいただきまして、大変光栄に存じます。今日は

「長期的な日本経済のあり方」ということで、少子高齢化で人口が減っていく、

そういう中でどういうふうにあるべきかというお話をさせていただきたいと思

います。  

 （資料参照）結論を先に申し上げますと、少子高齢化と人口が減少していく

ときに処方箋として言われていることは、まず第１に、外国人の受け入れとい

う話と、たくさん投資をして潜在成長率を高めようと。この２つがよく出てく

る話で、私はその両方ともちょっと違うのではないかというふうに思っていま

して、そのお話をさせていただきたいと思います。  

 それから、人口が減少するので、日本経済、日本企業自体が低迷するという

印象がありますけれども、実はそうではなくて、供給力の不足のほうが問題で、

企業収益が落ちるとは限らないのではないかということをお話しさせていただ

きたいと思います。  

 １枚めくっていただきまして、人口が減ってまいりますので、当然、日本の

国内で消費者の数が減る。企業の方、特に産業界はそうですけれども、国内市

場がどんどん縮小していくから、企業は経営が成り立たないのではないかとい

うことをよく指摘されます。実は、総人口は減っていくのですが、総人口の減

少のスピードよりも生産年齢人口の減少のスピードのほうが速い。需要と供給
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とどっちが減るかと言われれば、総人口で決まっている需要よりも、生産年齢

人口で決まる供給のほうが早く減っていくはずだと私は思っていまして、そう

いう意味では需給はむしろ逼迫する。そういうことであれば、企業は、売れな

くて利益が上がらないという問題はあまり心配する必要はないのではないかと

思っています。  

 むしろ、労働力人口が不足するので、企業が事業を確保して経営を継続する、

そっちの心配をすべきではないかと思っています。厚生労働省が 2007年の暮れ

にやりました試算でも、かなり楽観的な予測を立てても、これから 25年ぐらい

の間で 500万近く労働力が減るということです。これは、女性の労働力化が進

むとか、高齢者がたくさん働くとか、そういう話であって、うまくいかない場

合には、いま全体で 6,000万人ちょっといる労働力人口が 1,000万人ぐらい減っ

てしまうということですから、こちらのインパクトが圧倒的に大きいのではな

いかと思います。  

 ただ、現在のように失業率が５％を超えて、どんどん上がっていきそうであ

ると。６％ぐらいまでは上がっていくのではないかと思われている状況では、

いずれ人手不足がやってくるといっても、みんなあまりピンとこない。実はだ

いぶ前からそう言っているわけです。ようやく 2006年、 2007年ぐらいに有効求

人倍率が 1.0を上回って、新卒の採用が非常に難しくなったときに、ちょうど

この話がうまくいくかなと思ったのですけれども、また失業率が上がり始めて

しまったので、多くの人は、これから日本は少子高齢化で経済も縮小していく

し、ずっと人が余っていくという印象を持っていて、人が足りなくなるという

イメージは企業側にはあまりないわけです。  

 その一方で、企業も、人手は余ると言いながら、外国人の安い労働力を国内

に入れたいという意識は持っていまして、数が足りないのか、余るのか。外国

人労働者を入れなければいけないのか、入れないほうがいいのか。その辺は議

論が混乱していると思います。  

 実質ＧＤＰ成長率ですが、昨年度は前年度比でマイナス 3.5％という、戦後

最大の景気の落ち込みになっている。今年度もマイナス 3.8％の予測で、相当
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大きなマイナス成長になりそうだと。２年間合わせて８％弱ぐらい経済が落ち

込むということで、現在の状況は第一次石油危機のときよりも製造業の落ち込

みが大きくて、戦後最大の景気の悪化であることは間違いないと思います。  

 グリーンスパンが「百年に一回」と言っていますけれども、昭和の恐慌のと

きはどのくらい落ちたのかよくわかりませんので、本当に 100年に１回かどう

かよくわからないのですが、少なくとも 50年に１回の規模の景気の後退である

ことは確かです。  

 うまくいけば、 2010年度にはゼロ近辺。この 1.2％というのは「期待」も入

っていますので、ちょっと強いかなと思っていますけれども、こんな感じにな

るだろうと。その後、 2012年ぐらいになりますと、団塊の世代の人たちが 65歳

になってしまいます。当初は、 2007年に団塊の世代が 60歳に達すると人手不足

が起こる、こういうふうに言われていたのですが、「高年齢者雇用安定法」が

改正されて、 60歳以上、年金が支給されるまでの間の雇用の義務づけというこ

とがあったもので、いまのところ、団塊世代の退職という話で、人手が足りな

くなるという現象はなくなっています。  

 ただ、この人たちも 65歳になれば公的年金は満額もらえるようになりますの

で、リタイアしてしまうだろう。そうすると、 2012年までの間のどこかで、日

本の労働市場は、人手が余っているというところからだんだん人手が足りなく

なってくる、そういう変化が起こるのではないだろうかと私は思っております。  

 この高年齢者雇用安定法の施行でどういうことが起こったかというと、（資

料２ページ右上グラフ参照）定年に到達する人、到達予定者がものすごく増え

て、定年でそのまま離職する予定の人が昔は半分くらいいたのですが、これが

20％くらいになった。一応定年には達するけれども、継続雇用を選択して、そ

のまま企業で嘱託とかそういう形で働き続ける人が８割になったということで、

団塊の世代の人たちが 60歳になったけれども、人手不足という話が起こらなか

ったということだろうと思います。  

 労働力不足が起こるか、起こらないか。まだ議論はありますけれども、起こ

ることを前提に考えると、どういうふうに対応すればいいかというと、国内で
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の対応としては、高齢者の就業を促進する、これはかなり進んだろうと思いま

す。２番目は、女性をもっと活用する－－と言うとちょっと言葉は悪いですけ

れども、女性の就業を促進するという話でありまして、もう一つは海外からの

労働力の受け入れ。この３つぐらいの方策が言われています。  

 高齢者就業の加速でも、継続雇用ということで、１回定年退職をして嘱託等

の形で雇い直すというスタイルなので、本当に高齢者がうまく活躍できている

のかと言われると、かなり難しい。昨日まで自分の上司だった人が、そこに来

て嘱託でいるといっても、仕事は何を頼んでいいのかよくわからない。現実は、

どちらかというと高齢者の所得保障みたいなことであって、高齢者が本当に期

待される労働力不足対策としてフルに働いてもらう、いまのところそういう状

況ではないということです。これは景気が悪いことも影響していますので、い

まの景気悪化というところを抜け出して、景気が回復したあとに、「高齢者を

真に活用するにはどうしたらいいか」ということが出てくるのだろうと思いま

す。  

 そういう意味では年功序列型の組織でやっていくと、どうしても 60歳のとこ

ろでまた、どうするかということが出てきてしまうので、そういう形の組織は

維持が難しい。あまり年齢にこだわらないタイプの組織形態にしないと、高齢

者が一緒に働くというのは難しいのではないか。いまみたいに年功序列型の形

を維持したままであるならば、ときどきありますが、高齢者だけが集まってや

っている会社とか、ああいうものでもつくらない限り若い人と高齢者と一緒に

働いてやるというのは、どうもうまくいかないのではないかということを思っ

ております。  

 ２番目の話として、女性の活用という話があります。女性の労働力率が上が

って社会進出が進んだということになっていますが、未婚の女性と配偶者のい

る女性と分けてみると、実は、それぞれあまり変わっていないわけです。２ペ

ージ目の左下は、最初のほうで高く上がっているところは 1985年と 2005年の未

婚の女性の労働力率のグラフで、 20～ 24歳で低くなっているのは配偶者のいる

女性の労働力率です。  
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 20年たっていますけれども、未婚同士、配偶者がある同士で比べると、どっ

ちのカーブもほとんど同じです。女性の社会進出が進んだと言われていますけ

れども、実は、配偶者のいる女性の社会進出が進んだわけではなくて、女性の

初婚年齢が上がったり、結婚しない女性が増えたりということで、未婚率が上

がったことで女性がたくさん働くようになっているわけです。これはどうも、

期待された女性の社会進出のスタイルではないのではないか。  

 結婚してしまうと、いままでと同じような仕事に就くのは難しいし、子供が

生まれてしまえば、特に子育てをしながら働くというのはとても難しい。女性

の活用といいながら、なかなか企業はそういうふうに活用しようというスタイ

ルではない。社会的にも、女性が働きながら子供を育てるという支援体制は非

常に不十分です。  

 実は私は個人的にも、家内が子供を産むときに結局辞めざるを得なくて、働

き出しても、何だかんだといって子供が熱を出すと、やはり家内が帰らざるを

得ない。そうすると、仕事がなかなか続けられない。いまは中学生になりまし

て、手がかからなくなったのですけれども、最初 10年間ぐらいは大変だったと

いう経験をしましたので、そこは痛感しております。よく、少子化対策で児童

手当をという話がありますけれども、あんなお金を多少もらっても、とても子

供は増えない。そんなお金があるのだったら子供の面倒を見てくれる政策に使

ってほしい、そんなふうに考えています。  

 もう一つ、女性を活用する、活用するというふうに企業の中で言いますけれ

ども、日本の企業で、女性は、能力があってもなかなかうまく組織の中で能力

の発揮ができていない。女性の管理職の割合が上がったと言いますけれども、

増えたのは係長相当職という、管理職の中でもかなり入り口のところの管理職

で、課長、部長となるに従って女性の比率はあまり上がっていない。特に部長

とかいうところになると、 20年ぐらい前に比べて、倍になっているといえば倍

になっているのですが、もともと１％が２％になったという程度なので、あま

りにも低い。半分女性だということを考えると、これはどう考えても低いとい

うことで、日本の企業ではなかなか女性の能力発揮ができない。  
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 大学に行きますと、よく、能力のある女性はみんな外資系の会社に行きたが

ると嘆いていますけれども、そこは日本の企業の中でもうちょっといろいろ考

えなくてはいけないところではないかと思います。  

 そういう意味で、女性も高齢者もまだ活用の余地はあるということかなと思

いますが、一方、外国人労働者のほうはどうかというと、（資料３ページ・右

上グラフ参照）日本は外国人労働者の数も少ないし、割合も非常に低いわけで

す。アメリカは、外国生まれの労働者ということで移民の形で外国人が入って

いますので、ちょっと分けてありますが、いずれにせよ、日本と韓国を除けば

外国人労働者の割合は先進国はかなり高い。  

 しかも、外国人労働者は日本の中のどういうところで働いているかというと、

工場とか、そういった生産現場で働いている外国人労働者が多い。例えば日本

人がアメリカの企業に雇われて働くというときに、ニューヨークで働いている

日本人が金融機関や米系企業で働いているのに比べると、企業の中枢に外国人

を雇って働かせようという気はない。  

 企業の方と話をしていて、「もっと外国人労働者の受け入れを」ということ

をおっしゃいますけれども、大体どういうことを考えているかというと、安い

労働力として工場で働かせてコストダウンを図る、そういう意味での外国人労

働者ということであって、自分の上司に外国人が来て自分に命令をするとか、

自分と一つ上のポストを争う、ライバルとして外国人をもっと受け入れるべき

だという発想は全くない。全くと言うと語弊があるかもしれませんけれども、

ほとんどない。そういう意味では、外国人労働者を何のために受け入れるのか

というところはよく考える必要があると思います。  

 生産工程のところで、最近、非正規雇用－－日本人でも問題になっています

けれども、間接雇用の形で、大企業が直接雇っているのではなくて、派遣とか

請負という形で外国人労働者を働かせているところがかなりあります。低賃金

労働者として、工場を海外に持っていく代わりに安い労働力を日本国内に受け

入れて、日本の国内で生産を続けている、そういうところがあります。  

 企業は、ある意味では十分に社会的なコストを負担していないのではないか
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というふうにも思います。家族もやって来ますし、当然、子供の教育という問

題もあるわけです。外国人労働者が低コストだというふうに考えるときに、目

先の賃金のことは考えていますけれども、その人たちの家族も日本で日本人と

同じような良い生活を送らせるためのコストとか、日本語は当然できないわけ

ですから、生活をアシストするためのコストとか、子供が学校に行って日本語

で教育が受けられるようになるまでに追加的に支援をしなければいけないわけ

ですが、そういうためのコストとか、そういうところは企業側はほとんど考え

ていない。社会的に考えると結構これはコストが高い人材で、外国人労働者は

賃金が安いから、どんどん受け入れて日本国内で生産活動を続ければいいとい

うのは、本当はちょっと違うのではないだろうかというふうに思っております。  

 人材のグローバル化の中で一番手っとり早いのは、日本に来ている外国人の

留学生だと思いますけれども、留学生を日本の企業が雇うときに、どういう仕

事で雇っているかというと、大体、翻訳・通訳、あるいは海外業務をさせるの

に雇うわけです。翻訳・通訳は、言葉の問題がありますので、それができるか

らということですし、海外業務は、出身国との貿易をするときに役に立つ人材

だからということであって、将来、企業の中枢で働いてもらうために雇うとか、

そういうことはあまりないわけです。  

 これは企業側の問題だけではなくて、外国人を国内で働かせるときに、日本

人ではできないことをやらせるというタテマエが必要です。そうすると、翻訳

とか通訳は、日本人にはできない、例えばタイ語が得意だとか、タイの人なの

で、タイの言葉の通訳のために雇うのだと言えば、これは法務省も文句は言え

ない。そういう理屈で在留の許可を取っているというところもあると思います

けれども、現実問題として、そういう人たちが 10年、 20年たったときに、日本

の企業の同期に入社した人と同じように昇進していって、中枢を占めるように

なっているかというと、これはそうでもなくて、そこは企業の考え方にも問題

があるのかなというふうに思っております。  

 外国人労働者を受け入れるという発想は、私は、どこかで行き詰まるのでは

ないだろうかと思っています。特に外国人労働者への期待か強いのは、介護、
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看護、医療といったところです。看護師さんとか、介護の人材として、日本人

があまりやりたくない大変な仕事を、外国人の人たちにやってもらおうという

発想がある。これは恐らく５年、 10年くらいはもつのではないかと思いますけ

れども、例えば私が介護が必要になる 20年後、 30年後に、この戦略がうまくい

くかというと、たぶんうまくいかないだろう。  

 それはどういうことかというと、高齢化が進むのは日本だけではなくて、実

は地球規模で高齢化が進んでいくということであります。従属人口比率を見て

も、 2000年くらいまでの間は世界全体で従属人口比率が低下してきたわけです

が、これが反転して、これからは高齢化のために高齢者の面倒を見るという負

担が世界じゅうで起こる。それは、いま安い労働力として代表的な中国も同じ

で、 2010年を超えると中国は生産年齢人口が減少し始めますので、急速に高齢

化が進んで、日本と同じような高齢化国になっていってしまいます。  

 15～ 64歳までの人口は、 2010年で中国の場合はピークですけれども、これは

中国に限らず、ほかのアジア各国も高齢化が急速に進んでいく。インドネシア、

韓国、そういったところもみんなそうですし、お隣の韓国などは日本よりも出

生率が低くなっていますので、高齢化のスピードがものすごく速い。こういう

国と外国人労働者を奪い合うような形になるので、不足する労働力を安いアジ

アの各国から受け入れるといっても、そもそも外国のほうが高齢化して労働力

が足りなくなってくるので、そんなに出てこないのではないかというふうに思

っております。  

 それから、これはよく講演会で言うのですけれども、皆さんはそういう俗な

ものはあまりお読みにならなかったと思いますが、私は漫画世代で、昭和 34年

に『少年マガジン』と『少年サンデー』が発刊されて、物心ついたときには漫

画があったわけです。漫画の一番後ろに読み物がついていまして、そこに出て

くるのが、船の底に隠れてアメリカに密航する人の話でした。船の底に隠れて

アメリカに行って、皿洗いから始めて大成功してお金持ちになるという話がい

っぱい書いてあった。  

 そういう目で新聞を見てみますと、最近、ボートピープルというのはあまり
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聞かなくなりました。 20年ぐらい前は、中国から船底に隠れていっぱい密航し

てきたはずですけれども、いまは成田空港に観光客として入り込んできて、そ

のままいなくなってしまう。そんな命懸けで日本に来るというほど……、日本

には来たいけれども、命懸けで日本に来るというような話ではない。  

 いまでも、日本からアメリカへ行って活躍したいという人はいるわけですけ

れども、それはどういう人かというと、昔いたように、皿洗いをして出世した

いという話ではなくて、イチローや松井みたいに日本の野球よりも大リーグで

もっと活躍したいと。去年も、南部先生とか何人か日本人がノーベル賞をもら

いましたけれども、日本では実力が発揮できないのでアメリカの学界でやりた

いという人たちであります。  

 恐らく中国も、所得水準がこれからどんどん上がって 30年、 40年たつと、皿

洗いをするために日本に来るなんて人はいなくなってしまうのではないか。い

までこそ、コンビニとかレストランに行くと、たどたどしい日本語で注文を聞

いてくれる人はたくさんいますけれども、それもあと５年か 10年くらいの話で

はないだろうかと思っています。  

 そうすると、外国人を受け入れるというのは、低賃金労働者を受け入れると

いう話ではなくて、いま日本からアメリカに行ってしまっているような、非常

に能力の高い人を受け入れると。よく経済界で話をするときも、外国人の受け

入れ、受け入れというのだったら、例えば、ゴーンさんみたいに自分の会社の

トップに外国人がやって来て、「おまえら、何やってるんだ」というようなこ

とを言われる、そういう覚悟で皆さん言っているのだったらいいのですけれど

も、ちょっと違うんじゃないでしょうかということを言って、私は嫌がられて

いるわけです。  

 そういうことで、自分たちと同じような人材、あるいは、自分たちにないも

のを持っている人材を外国人労働者として受け入れる、そういう考え方で外国

人労働者を受け入れることが必要なのではないだろうかと思っております。  

 実は 1950年、日本の１人当たりＧＤＰはアメリカの６分の１でした。いまは

ほぼ同じということですけれども、よく考えてみたら、中国がそんな急速に発
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展するはずがないということをいろいろな人が言いまして、確かにそうかなと

思うのですが、中国の経済成長率がそんなに高くある必要はないわけです。  

 なぜかというと、日本も６分の１だった１人当たりＧＤＰがアメリカに追い

つきますけれども、実はアメリカの３分の１に追いつくところまでは日本の経

済成長で追いついている。３分の１から１位に追いつくところは、為替レート

が 360円から 100円になったということで、いつの間にか追いついてしまった。

ですから、日本が高度成長したので所得がアメリカに追いついたというふうに

単純化して言いますけれども、為替レートの寄与のほうが圧倒的に大きい。そ

ういう意味では私は、中国元がもっと急速に高まるということが起こるだろう

し、起こらないといけないというふうに思っております。  

 そういうふうに中国がもっと発展していくという話を考えると、 2050年にな

ったら、いまと随分違う世界が見えてくるのではないかということです。中国、

インドといった国が経済大国になって、日本よりも圧倒的に大きくなる。（５

ページ右上グラフ参照）これは 2000年につくったグラフですが、日本は、中国

どころかインドに抜かれる、中国の経済規模がアメリカと同じくらいになると

いう話をしたら、最初の頃はみんな、「そんな馬鹿な」ということをおっしゃ

る方が多くて、次には何を言うかと思ったら、「中国に追い越されないように

するにはどうしたらいいか」、そういう質問が来るわけです。  

 「どう考えても無理です」という話をして、どうも評判は悪かったのですが、

最近は、この現実を受け入れてくださる方がいまして（笑）、もう２、３年も

すれば中国に追い抜かれるというところまで来ました。インドはまだ追い抜か

れないだろうと思うのですが、これも、 2050年になれば十分抜かれるというこ

とだと思います。  

 国連の推計では、中国の人口は 2050年には 14億人、インドが 15億人を超える

（ 16億人弱）ということで、日本の十数倍、人口がいるわけです。１人当たり

所得が日本の 10分の１、 20分の１でないと、日本よりも経済規模が小さいとい

う状況は維持できないので、そんな勢いで日本が経済発展するのはそもそも無

理です。格差がいつまでも続くほうがどうかしていて、戦後これだけ長い間、
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中国が日本に追いつかなかったのは、中国の政策があまりにもひどかったから

です。文化大革命とかをやって、向こうが足踏みをしていたので格差が広がっ

たということで、まともにやれば絶対追いついてくるわけです。完全に追いつ

かれるところまではいかないとは思いますけれども、そういう意味で中国やイ

ンドが非常に大きな経済になることは確実だろうと思います。  

 そこで、どういう選択があるのかということです。よく言われるのは、円の

国際化とかそういうことで、日本が経済大国であり続けるという議論がありま

すけれども、それは十数億の国と競争しようというほうが全く無謀であって、

どういう形でその国たちとつき合うかということを考えたほうが現実的ではな

いかというふうに思います。  

 現実的な選択肢としてどんなことがあるかというと、一つは、ドイツやフラ

ンスのように、単独での生き残りはあきらめるということだと思います。これ

はどういうことかというと、最近ときどき言われますけれども、アジア通貨は

ユーロ圏のような統一経済圏をつくって、その中の一つのメンバーになるとい

うのは十分あり得る選択ではないかと思います。  

 もう一つは、イギリスがユーロに加盟するといって、なかなか加盟しない。

ひょっとしたら永久にしないのではないかと思っていますが、ああいうように、

非常に大きな経済圏のすぐそばにいて、つかず離れずやっていく。例えば日本

が、中国とアメリカとインドの真ん中にいて、この３つとつかず離れずやって

いくというのも一つの選択肢かなと思います。一番よくないのは、どうするの

か決まらなくていつの間にか取り残されてしまう。アジアの残りの国はみんな

一つの通貨圏をつくったけれども、日本だけが取り残されてしまったというの

が最悪の選択肢なのではないかと思います。まあ、ヨーロッパが鉄鋼連盟をつ

くって、ユーロが出てきて統一がほぼ完成するまで 50年近く年月がかかってい

るわけで、もしも日本が韓国やシンガポールと一緒に大きな通貨圏をつくろう

という話であれば、いまから始めても、それが達成されるのは 21世紀の半ばと

いうことですので、早く始めなければいけないのではないかと思っております。  

 ただ、こういう話をすると、金融界の人は非常に懐疑的であります。やはり
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アメリカの金融機関というのは非常に強い。中国がそんなに発展するとは思え

ないし、金融業という経済に非常に重要なセクターでは、アメリカやヨーロッ

パの優位は永久に続く、そういうことをおっしゃる方がいます。その辺は、時

間の長さの考え方の違いかなというふうに思いますが、ドルの力をどれくらい

考えるか、というところにも依存しているのではないかと思います。ドルに対

する信仰というのは特に金融機関の人には非常に強いのですけれども、いま、

基軸通貨でドルが使われている。これが簡単には揺らぐとは思えない。ドルを

使っている限りアメリカの金融機関の地位は安泰だ、こういうことなのですが、

私は、それは永久には続かないのではないか、結構早くドルの地位の低下が起

こるのではないかと思っております。  

 1990年代から世界の経常収支の構造を見てみますと、 2000年代に入って 2006

年くらいまでの間、急速にアメリカの経常収支の赤字が膨らんでいます。この

過程で、どこかでドルが大暴落するという予想を私は何回も出しまして、オオ

カミ少年のようにずっとハズれ続けてきたのですけれども、遂にサブプライム

ローン問題で、やって来たかというふうに思ったら、円高・ドル安にはなりま

すが、ＦＲＢの実効為替レートで見ると、ドルはものすごく強くなっています。

これはよく考えてみれば、そういうふうに気がつくべきだったのですけれども、

結局、国際決済のときにドルが必要になるので、各国ともドル不足に陥って猛

烈にドルが強くなっていると。そこでまた悔しまぎれに、そうだとすれば、い

まの金融危機がおさまってドル不足が解消されるとドルが下落するはずで、ド

ル安というのはこの後にやって来るのではないかというふうに思っております。  

 そもそも 2000年代にかけて、各国がドルを非常にありがたがって、どんどん

外貨準備として増やしていったことが大きな原因でもあるわけです。 1997年に

アジアの通貨危機が起こりますけれども、当時は、輸入の３～４カ月分くらい

外貨準備を持っていれば通貨危機に陥らない、そういう常識だったわけですけ

れども、アジア通貨危機のときにはあっという間に外貨準備が尽きて、危機が

広がりました。  

 その結果としてアジアの各国がどういうことをしたかというと、外貨準備の
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レベルを非常に大きく上げるわけです。そうすると結局、ドルが必要になって、

アメリカは経常収支の赤字を拡大してドルを供給するということをやった。そ

れがアメリカの赤字拡大の一つの原因でもあるわけですが、日本は 2003年に為

替の介入をやって、１年間で 30何兆円、ドルを買い支えるわけです。中国も、

外貨準備が 10数年前には 1,000億ドルぐらいだったかと思いますけれども、い

まや２兆ドルくらい外貨準備を持っていまして、このうちのかなりの部分が米

ドルということなので、ものすごい勢いで日本、中国、アジアの各国が米ドル

を蓄えていった。それでアメリカの経常収支の拡大という話はファイナンスが

できたということなのですが、いま、これだけ外貨準備のレベルが上がってい

ますので、これ以上、外貨準備を積み上げる必要があるかと言われると、たぶ

ん、ないだろうと思います。  

 積み上げるとしても、アメリカの財政赤字が今度は２兆ドルくらいになりそ

うで－－アメリカの政府の予算局で１兆 7,500億ドル、議会予算局で１兆 8,000

数百億ドルだったと思いますけれども、税収の落ち込みを入れれば、民間の予

測は２兆ドル弱ということですので、これだけ米債を発行するということにな

ると、米債の供給過多になって、既に直近ではかなり上がってきていますけれ

ども、もっともっと上がるというリスクがある。  

 そこからすると、いつまでもみんながドルをありがたがって抱えるという状

況が続くとは思えないということですし、今回の金融危機では、アメリカだけ

ではなくてヨーロッパでも住宅バブルが破裂して、ヨーロッパの金融機関が非

常に傷んでしまったので、幸か不幸か、ドルからユーロに資金がシフトすると

いう話は起こっていない。これが 10年、 20年たって、中国とかインドとの貿易

の取引が非常に大きくなる－－既に日本は、対中貿易が対米貿易よりも額とし

ては大きくなっているわけですけれども、いずれ、元建てで取引をするとか、

元を保有していて、いろいろな貿易の取引に使いたいとか、そういう需要が出

てくるはずです。そうすると、外貨準備としての元とか、インドのルピーの需

要というのももっともっと高まってくる。それと同時にドルに対する需要が減

ってきて、ドルはもっと下落することになるのではないかと思います。  
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 そこで日本の戦略として、指をくわえて、中国元やインドルピーに基軸通貨

の座が移ってしまうのを見ているのは、あまりよくないのではないかというふ

うに思っています。実は３月 23日に、中国の人民銀行の周総裁が、今回の金融

危機は、一国の通貨を（ドルとは言わなかったのですけれども）基軸通貨とし

て使うということをやったので、財政規律やいろいろなものを失ってしまって

こういう危機に陥った、ということを言って、ＳＤＲをもって活用しろとか、

そういうようなことを言ったわけです。  

 私はこれは、ある意味では卓見なんですけれども、たぶん中国としては、あ

とで、歴史的な失敗だったということになるのではないかと思っています。自

分のところにもう何十年かすれば基軸通貨の座が転がり込んでくるのに、ＩＭ

Ｆを活用して世界通貨を出せということを言ってしまったので、日本はすぐこ

れに飛びつけばよかったと思いますけれども、日本の国内では誰も賛成する人

がいなかった。新聞もほとんど無視しています。  

 通貨発行益（シニョレッジ）、アメリカはこれがあったので、赤字を垂れ流

して、世界じゅうからモノを輸入して豊かな生活ができた。基軸通貨の座が中

国やインドに移ってしまえば、こういった通貨発行益が中国やインドに移るだ

けで、日本には何の得もない。第二次世界大戦直後にケインズが主張した「バ

ンコール」ですけれども、これみたいなもの、あるいはいまのＳＤＲでもいい

ですが、こういったものに移してしまって通貨発行益を世界共有のものにすれ

ば、中国やインドだけがうまい汁を吸うことはなくなるはずだった。そういう

意味でちょっとそのチャンスを逃したのではないかなという気がしますが、い

ずれにせよ、まだまだチャンスはありますので、日本としては大きな通貨戦略

みたいなものを持って、アメリカの経済力の低下、世界の指導力の低下という

事態に対応していくべきではないかと思っています。  

 最後は、投資をすれば日本は潜在成長率が高いまま維持できるという話は本

当か、ということでございます。皆様ご承知のとおり、潜在成長率を決めるの

は、資本ストックの伸び、労働力の伸び、技術進歩で、労働力のほうは、少子

高齢化で労働力人口が減っていくことはどうしようもない。これを補おうとす
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ると、技術進歩と資本ストックの伸びで補いましょうということなのですが、

技術進歩はそう簡単にいじれるものではないし、規制の緩和とかいろいろなこ

とをやるとしても、そううまくはいかない。  

 そうすると一番手っとり早いのは、設備投資をガンガンやって設備を増やす。

最新の設備が増えていけば、あるいは技術進歩率自体も高まるのではないか、

こういう話ですが、それには一つ問題がありまして、資本装備率が高まれば資

本の収益率は下がる。つまり、資本からの利益が上がらなくなるということで

す。バブルのときに大量に設備投資をしましたけれども、あとから見るとあれ

が過剰設備ということになって、企業は投資した資金が回収できない。そして

日本経済は低迷を長く続けるわけです。ですから、投資をすれば必ず成功する

わけではない。  

 （資料６ページ右上グラフ参照）これは、大蔵省「法人企業統計季報」と米

商務省の財務統計です。これを並べて見ますと、当然、日米の統計の違いはあ

りますので単純には言えないのですけれども、ＲＯＡ（総資産収益率）を見る

と、日本のほうがずっと低いわけです。何十年間にもわたって日本のほうが投

資収益率が低い。このあと、アメリカは移民もありますし、もう少し人口が増

えてきますので、資本装備率はそんなに急激に上がっていくということはない

と思いますけれども、日本のほうは、人口が減っていって、資本装備率をもっ

と上げて経済成長率を高めようということを考えると、ただでさえ低い資本の

収益率はもっと下がっていってしまうのではないか。  

 そんなことをするくらいだったら、海外に投資したほうがずっと利益は上が

るはずで、ＧＤＰだけで考えるから、設備投資をして国内で生産を増やさなけ

ればいけないというようなことを思うわけですが、我々の生活を豊かにすると

いうことを考えると、必ずしも設備投資をすればいいというものでもないので

はないかと思います。  

 高度成長期とか、日本の経済成長率が非常に高かった時代は、日本の設備投

資の比率が高くても何の問題もなかったわけです。 1960年代､70年代、アメリ

カのＧＤＰに占める設備投資の割合はずっと変わらず 10％ぐらいでしたけれど
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も、日本は高いときには 20％くらいありました。  

 ただ、当時、アメリカの成長率はせいぜい３％か４％くらいで、日本は 10％

成長をするわけですから、設備投資の比率は高くても全く不思議ではない。そ

の後、日本の成長率とアメリカの成長率はほぼ同じになり、 2000年代に入りま

すと、アメリカのほうは成長率が高いという時代が随分続くわけですけれども、

それにもかかわらず、日本のほうが設備投資の割合が高いということをずっと

続けてきた。  

 これは企業でたとえれば、同じくらいの売上の伸びしかないのに片方はもの

すごく設備投資のコストがかさむ。当然、収益を圧迫するわけです。儲からな

い企業になっているはずで、日本のＧＤＰで見ても、同じことが起こっている

のではないだろうかということを私は考えたのですが、（資料６ページ右下表

参照）実際、ＧＤＰを所得に配分するところで、日本は欧米諸国と比べて、固

定資本減耗（投資したコストを回収するための費用）、ここがすごく大きい。

たくさん投資してＧＤＰは増えたのですが、そのＧＤＰの拡大というのは、雇

用者報酬とか企業の利益にならないで、固定資本減耗－－いまある設備がどん

どん古くなっていってしまって、それを再構築するコストに使われてしまって

いるのではないだろうか。  

 ＧＤＰの構成を見ても、日本のＧＤＰの構成というのは消費の割合が非常に

低い。一方、投資の割合が非常に大きい。ですから、民間企業の設備投資と、

公共事業でものすごく投資をしているのですが、直接我々の生活が豊かになる

ような個人の消費、あるいは政府の消費、こういったところにはあまり使われ

ていない。  

 1980年代の後半に、「なぜ豊かさを実感できないのか」という議論が随分あ

りました。生活の豊かさを実感するために、物価が高過ぎるのではないかとか、

労働時間が長過ぎるとか、いろいろな話があったのですけれども、実はそうい

う問題ではなくて，ひょっとしたらこれは投資のし過ぎで、１人当たりＧＤＰ

は高いけれども、１人当たりの消費が非常に少ないところに、「豊かさが実感

できない」原因があるのではないだろうかというふうに思い始めました。  
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 なぜ消費が少ないのかというと、突き詰めていくと、賃金とか、企業の配当

とか、銀行の利子とかいう形で家計に所得として配分されない。結局、企業の

中で再投資をされてしまうところに、大きな問題があるのではないだろうかと

いうふうに最近は思っております。  

 私は 2006年に『貯蓄率ゼロ経済』という本を出して、日本が消費が少なくて

経済がすぐ需要不足に陥ってしまうのは、家計の貯蓄率が高いからだというこ

とを書いています。そこでは、高齢化が進んでいくと、家計の貯蓄率は下がっ

て消費がどんどん増えていくので、需要不足が解消されてくるのではないかと

いう予想を立てたわけです。ところが、本を出した瞬間に、家計貯蓄率は予想

をはるかに超えて下がってしまいました。私が書いた 2005年ぐらいは家計貯蓄

率は６％ぐらいあったのですけれども、 06年、 07年に３％を切って、あっとい

う間に貯蓄率は下がってしまって、ヨーロッパの貯蓄率はいまでも 10％近くあ

りますので、もはや日本は貯蓄率の高い国ではなくなったのですが、相変わら

ず国内需要が足りなくて、海外に売らないと、という話になっています。  

 それはなぜかということで、また思いついたのが、固定資本減耗が高過ぎる

ということです。これは実際の企業ではどういうことかというと、最近よく聞

くのは、景気が悪くなったので創業以来続けていた部門を閉鎖するとか、そう

いう話ですが、逆に言うと、これは、赤字をずっと垂れ流して創業以来やって

いたビジネスを日本の国内でつくり続けてきたということだと思います。  

 バブルが崩壊したあとにも、よく家電メーカーで、冷蔵庫とか洗濯機、そう

いう付加価値の高くない製品を国内でつくっているのをやめるという話が出た

のですが、恐らく当時でも、白物家電というのは日本の国内でつくると赤字で、

海外で生産したほうがよほど収益率は高かったはずだと思いますが、それを閉

めるという決断はたぶん何十年の間にわたってできなかったのだと思います。

企業で縦割りになっていますので、ある程度利益が上がれば、利益率が非常に

低くてもそこから撤退するという決断ができない。非常に低収益率、あるいは

多少の赤字であっても、変動比ぐらいカバーできれば、そこから撤退するとい

う決断は経営者はなかなかできない。そういう縦割りの事業をやってきたので、
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こんなことが起こってしまったのではないかと思います。  

 一つには、もしも企業が市場を通じてお金を調達していれば、こういうこと

は起きないはずだと思います。新しい工場をつくるのに資金が必要になる。そ

のときに、この工場の利益計画はどうかということをチェックしたら、非常に

収益率が低いということでは誰も資金を出そうとしない。ところが、日本の企

業の場合には、固定資本減耗、いわゆる減価償却費が非常に大きいので、その

資金が市場のチェックを受けずに企業の中で再投資されるということが起こる。

そうすると、低収益だろうが、多少赤字だろうが、事業を継続するというとこ

ろに使われてしまうことになったので、こんなことが起こったのではないか。  

 これをやめさせるにはどうしたらいいかというと、ここは多少我田引水です

けれども、企業はもっと配当するという方向に持っていって、設備投資をした

ければ、市場からちゃんとチェックを受けた上で資金調達をするというスタイ

ルに変えないとダメなのではないか。経済学の教科書に書いてある、企業と企

業のオーナーである株主との関係というのは実はそういうもので、企業の収益

自体、全部賃金として払われるか、財産所得として消費者に一遍払われる、そ

こから企業は資金を調達する。そういうのが一番単純なマクロ経済学の理論で

すけれども、現実には、資金を再調達するところの手間とコストを省くために、

企業の中で再投資されている。それが日本の企業の場合、もともと外からのガ

バナンスが弱いので、中で自分たちが生き残ることに使われてしまったという

ところが、大きな問題なのではないかと思います。  

 これは、 1960年代、 70年代を通じて、日本の企業の自己資本が非常に少ない、

自己資本比率が低いということが問題になって、例えば海外の企業からの買収

を避けるために自己資本をもっと充実させるということをやってきたのですが、

その政策の一環として、配当をするよりは内部留保でどんどんため込ませる方

向に議論が行った。  

 それが一つの原因だろうし、何よりも、設備投資はやはりいいことだ、消費

で使ってしまうのはあまりよくないという思想があって、投資減税というとみ

んなものすごく賛成しますし、消費のために所得税を減税するとか、あるいは、
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この前の定額給付金みたいにお金をばらまくというと、みんな「無駄だ」と言

います。どうも、消費はよくなくて投資はいいことだという発想から抜け出さ

ないと、日本はうまくいかないのではないだろうかと、最近、私は思うように

なっています。  

 では、消費としてどういうものがこれから伸びるのかといったときに、私は

介護・医療だろうと思います。ただ、介護とか医療の需要をどんどん伸ばすと

何が問題かというと、いまは両方とも公的な制度でやっていますので、保険料

はすごく高くなる。では、もっと民間で、自分の費用でやれるという方向にす

ればいいではないか。医療費や介護の抑制ということを議論する人たちは、負

担が増えるから反対なのであって、それを自分で負担してやる分には誰も文句

を言うはずはなくて、自己負担でもっと高度な医療・介護が受けられるという

方向に、制度を持っていくべきではないだろうかと思います。  

 どうも社会保障充実派の人たちは、市場を使って介護や医療を拡充するとい

うのはすごく反対します。例えば、医療では混合診療みたいな話になるのです

けれども、それをやると、所得の低い人たちが十分な医療を受けられなくなる

というので、公的な医療保険を全体として増やすならいいけれども、自分のお

金を出してやりたい人はやりなさい、というタイプの医療はよくないというこ

とですが、それでは費用負担をするほうは、費用の負担が増えるから嫌だとい

って抵抗する。結局、医療も介護も、もっと立派な介護を受けたいという人は

山のようにいる。  

 介護保険があって、セットメニューみたいなものができているので、それは

供給されるのですが、それ以上に自分で上乗せして、もうちょっとお金を出す

からこういうふうにやってくれ、という仕組みがなかなかできないところが、

大きな問題なのではないかと思います。  

 最後、人間は、秦の始皇帝ではないですけれども、お金も地位も、そして欲

望も尽きると、「長生きしたい」というところに意欲は行くわけで、最後は不

老長寿の薬を求めてどこまでもものすごくお金を使うわけです。そういう意味

では、自分の医療あるいは自分の家族の介護という話であれば、みんなはある
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程度喜んでお金を出す。ただ、介護や医療の保険のお金を払いたくない人は、

払ったお金が自分のところに来るとは限らない、他の人が使ってしまう、とい

うふうに思うから反対しているのであって、そこは拠出と受益と負担のリンク

がダイレクトにつながるようになれば、膨大な介護や医療の需要が国内にはあ

るのではないか。  

 介護については、やる人が少ないというのですけれども、それは明らかに賃

金が低すぎるわけです。あれは大変な仕事だから、もっと高い給料を払ってあ

げればいい。そうすれば、もっと人が集まって手厚い看護ができるということ

ではないかと思います。  

 そういう話をあるところでしたら、そういう人たちの給料がもっと上がって

いって、我々よりももっと高い給料を払うのかということで、非常に抵抗感が

あるようですけれども、よく考えてみると、高い所得を得られるかどうかは要

するに需給の問題なのです。昔は大学卒業者というのは非常に少なかったので、

当然、需給の問題で、大学を受けることが高い所得を得るというキーだったか

と思いますけれども、大学あるいは短大まで入れてしまうと、いまは進学率は

50％近くなる。そうなると、大学を出たというのはそう大した話ではなくて、

むしろ、そういった介護や看護を本当に身を粉にしてやってくれる人のほうが

貴重で、そういう人たちが高い所得を得るというのは、そんなに不思議なこと

ではないのではないか。  

 私の給料が上がらないのは非常に悲しいことではありますけれども、だから

といって介護ができるかと言われると、どう考えても、私はあんなに忍耐強く

ないし、すぐに喧嘩してしまいそうで、無理だということになると、高いお金

を払ってでもやっていただきたいということになるのではないか。国内需要は

なくなるという話はよくあるのですけれども、そんなことは全くないというふ

うに思います。  

 話があっち行ったりこっち行ったり、すみません。  

 

○Ａ ありがとうございました。それでは、早速、質疑応答に入りたいと思
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います。  

 この研究会の目的というのは、高齢化をどう考えるか、その中で社会資本と

か、地域のあり方はどうだということを勉強していこうということなので、し

たがって、長期的な日本経済がどうなっていくかというのは非常に関心が強い

わけです。いまお話があったように、社内留保とか投資というのは（私どもは

古い人間ですから）非常に大事なものだというふうに考えてきたわけですけれ

ども、そうでない考え方も大いに検討してみたらどうかというお話だったよう

に思います。そういうことも含めて、皆様方からご意見、質問があれば、ぜひ

承りたいと思います。  

 

○Ｂ 日本経済のことについて２つほどお伺いしたいのですけれども、１つ

は、先ほどのＲＯＡが低いということですが、これは設備投資の中に研究開発

投資が入っているのですか。  

 

○講師 入っています。  

 

○Ｂ そうすると、そのウエートもかなり高いと思いますので、日本の場合

には、研究開発の成果があまり出ていない。要するに、物理的な設備の生産性

ということも低いのかもしれませんけれども、それよりも、日本の場合は研究

開発の効果が、あまりリターンに結びついていないような形になっているので

しょうか。  

 

○講師 これは法人企業統計上の試算というのをやっているので、どこまで

無形資産が入っているかどうか、怪しいわけです。日本は実はＧＤＰで、コン

ピュータのソフトウェアとかそっちの把握が非常に甘くて、アメリカのほうが

ソフトウェアなんかをちゃんと設備投資として計上している。日本は、設備投

資がやや過小に推計されていると言われています。そうだとすると、ＲＯＡの

ほうも、無形資産、いまおっしゃった知的資産みたいなところの分母になって
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いる資産が日本がむしろ過小になっている。そうすると、ＲＯＡが日米でもっ

と開いてしまう、そういう可能性があると思います。  

 ただ、このグラフを見せたときに私の友人が言ったことは、アメリカのほう

が長期的な投資をやっていないからこういうことになっているんだと。日本企

業はむしろ長期投資をやっていたので、短期のＲＯＡを犠牲にしても長期的な

戦略的な投資をやってきた。だから日本は低いんだ、と言うわけです。まあ、

それが一番確かかなとは思いますが、問題は、長期戦略でやってきたというの

だったら、 1960年くらいにやったものは、いまごろ成果が出て、高いＲＯＡを

実現していてもよさそうなものですけれども、 40年たってもやはり低いという

のは、うまくいっていないという証拠かなと思います。  

 

○Ｂ そうなんですね。内部留保をやって、将来の利益、将来の経済の繁栄

のために企業がお金を積んで、とりあえずは我慢しなさい。将来、日本は素晴

らしい経済成長、いい製品も出てきて、という話だったのですけれども、それ

はいつまで待てばいいのか。日本の経済成長率というのは、いま、ＴＦＰが

1.8ぐらいですかね。我々は、そのくらいだという形で納得しているわけです

けれども、これは先進国の中でも低いほうですよね。  

 日本という国は、将来のためにいろいろな形で設備投資もする、企業が内部

留保で研究開発もしていく。ところが、なかなかその成果が出てこなくて、い

つの間にか日本は非常に低収益・低成長率の国になってしまった。これはどう

してこうなっているのでしょうか。  

 

○講師 私は、あまり企業の経営のことはわかりませんけれども、新聞など

を見る限り、日本の経営者のほうが確かに長期的な視点で見ている。アメリカ

の経営者は、四半期決算で、四半期ごとの数字にものすごく振り回されている

というのはあると思います。  

 ただ、だから日本がいいというわけではなくて、日本は、長期でやっている

んだというのが結構言い訳になっていて、これは長期投資でやっているのだか
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らいいんだということで、いつまでたってもズルズルとやっているところがあ

るのではないか。  

 私どもの研究所の中でも、研究のコストと成果の関係というのはあんまり厳

しく問われないわけです。そうすると、投資したものがどういう成果を上げた

のかというところのチェックがどうしても甘くなる。それは株主がやっぱり甘

いのだと思います。株主が、どうしてこんなに収益率が低いのか、こんなに低

いのだったら、こんな会社の株は持ってないよと言って売ってしまうというこ

とではなくて、やはりずっと安定株主とか、持ち合いで、お互い様なのであま

りうるさいことを言わないで持ち合っている、というところに問題があるので

はないかと思います。  

 アメリカが決していいとは言いませんけれども、やはりもう少し経営者と企

業の経営がチェックされる仕組みが入ってこないと、収益率は高まっていかな

いし、無駄が排除されないということなのではないかと思います。  

 

○Ａ 最近の数字は知らないのですが、日本の中小企業、資本金で言えば１

億円以下、そういった企業のたしか７割は赤字だったと思います。私は昔の人

間だから、昔の数字を覚えているのですが、そういう会社が何年も何年も続く

こと自体、いまおっしゃった、幻想の上に立っているのかなという気もするわ

けです。だって、投資して、その内部資金は同族ですから自分たちの財産にな

るわけです。財産から出てくる効率というのが非常に低い。投資収益が低い。

場合によればマイナスなんです。だけど、その事業をやめないわけです。いま

の日本の中小企業問題の根っこに、非常に広くそういう問題があるだろうと思

います。  

まあ、良い赤字かもしれないし、本当の赤字かもしれない。だけど、日本じ

ゅうの数百万の中小企業の税務統計が全部、作為されたものだとも思わないか

ら、水準自体、幾らか割り引きすべきかもしれないけれども、長い間、赤字企

業というのが続いていることも事実なんですね。  
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○講師 税務統計では、景気がよくても 50％ぐらいは赤字企業があるわけで

すね。不況になると、これが 60、 70まで上がっていく。好況のときに全く儲か

らない企業が何十年間も生き残る、というのがどうもよく理解できないわけで

す。  

 

○Ｃ いわばここ 10年とそれ以前と、大幅に違う。先ほどもＲＯＡの話があ

りましたけれども、日本の企業はそのあとは海外でいろいろな展開がありまし

たね。ビヘイビアが変わるのですけれども、資本と労働との分配はほとんど考

えられていない。だから、非常に低収益でも耐えられる。それがいまの段階に

なって、先ほど白物家電から撤収するという話をされましたけれども、そうい

う事態が初めて起きてくる。  

 それは、生産が、国内だけではなくて海外に展開しているもの等を含めて、

あるいは、その他の事業部門ごとのＲ＆Ｄが国際的にも行われて、一番合理的

な道を探るという方向。そうなると、日本の企業の生産の分離の問題とか、そ

れから企業の性格の問題、これがどんどん進むのではないかと思います。  

 例えば大企業でも、この間、三菱化学だったか、本当に不思議な気がするく

らい、従来からやっているものをみんなやめる話をされますよね。それが東芝

から何から方々に起きる。そうすると、労働の問題なんかもそのはね返りで随

分大きく変わってくる。あるいは、本社が日本からいなくなるという問題さえ

起こらないわけではなくて、部分的には起きてきている話なんです。これが自

動車や何かの再興の場合でも、国内でつくるのではなくて、海外でつくるとい

う話のほうが大きく出てきますね、スズキだの何だのを含めて。そうすると、

日本の分配の問題も、労働のあり方の問題も、ちょっと違う方向でこれからの

世界を考えなくてはいけないのではないかと感じているわけです。  

 

○講師 まず分配の問題で、 1990年代、バブルが崩壊した直後によく言われ

たのは、労働分配率が高過ぎるという議論があります。労働分配率が高過ぎる

ので賃金をもっと抑えろ、という議論をしていたわけです。  
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○Ｃ そのときは、逆に言えば賃金がとても硬直的だった時代ですね。  

 

○講師 ただ、私は、それ自体が本当に正しかったのかなといま思っている

わけです。労働分配率を考えるときには、減価償却費を除いた後で考えていま

すよね。だから、企業側の取り分として減価償却費分を……。  

 

○Ｃ 大きな投資をして、それは取っているでしょう。  

 

○講師 そこまで考えるかどうかというふうに考えると、ＧＤＰで見たとき

のように、賃金への配分は 50％ぐらいで、実は日本はそんなに高いわけではな

いのです。減価償却費の部分がものすごく大きいので、企業の利益分が小さい。

要するに投資をやめてしまうと、突然ものすごく儲かるようになるということ

なんだと思います。  

 投資が本当に利益を生むのであればいいのですけれども、どうも、投資のし

過ぎなのではないか。それは設備投資減税とか、これでもか、これでもか、と

いうふうに企業を投資側に向かわせようという方向で政策が考えられてきた。

そこもちょっと問題ではないかと思います。  

 

○Ｃ しかも、同じような企業が同じ方向に向かって走るという、そのヘキ

（癖）がね。  

 

○講師 企業の数も多過ぎたのだと思います。銀行はオーバーバンキングで、

大手銀行が大き過ぎるということが言われましたけれども、バブルが崩壊した

後、結局、４グループぐらいに集約されてきましたが、家電も自動車も、恐ら

くもっと集約が進むということなのではないかと思います。たった１億人の国

の中に、これだけたくさんの企業がそれぞれの産業で全部生き残っているとい

うほうが、むしろ不思議ではないかなと思います。  
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○Ｃ まあ、そうですね。  

 

○講師 過剰投資の最たる部分は恐らく農業で、小さな田んぼに一軒一軒が

耕運機を持っているわけです。あんな非効率なものはなくて、田植えとか稲刈

りとか、１年のうちに何日かしか稼働しないのですが、みんな１台ずつ持って

いるわけです。あれでは減価償却費がかさんでしまう。農家の人はよく、機械

を買うために借金して、借金の返済のためにみんな苦しんでいるというけれど

も、それは当たり前だと。もっと田んぼを大きくして機械を少なくすれば、ず

っと農業の生産性は上がるし、収益が上がるはずなんです。  

 

○Ｃ それを国が支えているのでしょう。  

 

○講師 まあ、そういうようなことで、どうしても過剰投資になるような方

向に持っていってしまった。それは我々にも責任があって、ＧＤＰを推計する

ときに設備投資は重要だというふうに思うわけですね。だけど、よく考えてみ

ると、企業にとってはコストだという意識がなかったことが、ものすごく大き

な問題ではないかと思います。  

 

○Ｄ 非常によくまとまったご意見で、特に最後の「投資より消費」という

のは非常に賛同しているのですが、私は長期モデルをやっているものだから、

基本的なところで違っている点を申しますと、まず、減少する人口というのは、

いま、ほとんど一般の通念になっていて、これは、人口問題研究所の人口専門

家が細かく年齢別にやっています。  

 これは、分析結果によるとかなりフレキシブルでありまして、特に老人の死

亡、それから若者の、特に結婚から出生率の変数というのは、経済的な要因が

５割はあるんです。ということは、なぜ子供をつくらないかという長期的趨勢

は、やはり雇用の問題であり、住宅の問題である。これが、長期のラグを使っ

て分析をすると相当に響くわけです。人口問題研究所の人たちは、最近、だい



 27

ぶ経済問題を入れるようになっていますが、悲観的な予測と楽観的予測の真ん

中－－かなり幅はあるのですが、彼らは常にその真ん中をとるわけです。この

予測は、この辺のところではほぼ真ん中の中枢をとっている予測ではないかと

思います。そうしますと、これはある意味で非常に危険なんです。  

 アメリカの経済成長と人口の問題を見ても（中国もそうですが）、人口とい

うのは経済成長の従属変数である面が非常にあるわけです。経済成長によって

雇用を増やしたいというので移民を増やすという形の、人口が従属変数である

が、同時に人口が決定的変数で、住宅の需要を起こしたり、デマンドを増やす

面もあります。ですから、予測をするときは、ぜひ人口予測と経済予測と一体

的に長期予測をやっていただきたいのですが、その辺が第一の問題点です。  

 我々のモデルでやりますと（これは中期モデルですが）、少なくとも 2025年

までは、出生率が、かつて言われたような低下ではなくて、むしろ若干上昇気

味です。それから、高年者の死亡率は医療・介護の支出によってかなり影響を

受けます。これもラグがありますから、ラグ値を精密にやる必要がありますが、

この辺の経済変数を入れた人口モデルを、もう少しやっていただけると、人口

問題研究所の中位数だけに負う考え方ではなくて、もう少しいろいろなビジョ

ンが出ると思います。  

 特に最近の傾向は、不況の影響を受けて、より下方伸縮的になっている。上

方硬直的といいますか、上がりにくくなっているわけですが、これは中長期の

経済政策如何によって人口も動くし、経済成長率も、いまの２％から３～４％

くらいまでに長期的に上げる余力は十分あるんですね。これは、さっきおっし

ゃった生産関数のやり方で何ら差し支えないのですが、潜在成長率の伸び率で

はなくて、潜在成長の上限、いわゆるキャパシティ・リミットをどれくらい見

るかというのは、日本でも経済学者によって随分違っております。伸び率は３

とか２ぐらいのところでいいのですけれども、需給ギャップは、日銀と内閣府

は４～５％と言っておりますが、計算をすれば、 10とか 20％ぐらいの需給ギャ

ップの値が出てきます。これは、技術進歩のスピードとかいろいろなことであ

って、この辺の潜在成長率を何％に見ていらっしゃるのか。  
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 この点が１つと、潜在ＧＤＰと現在のＧＤＰとのギャップが、本当に内閣府

が言っているように４～５％とか、せいぜい高いところで７％なのか。 10～ 20

という数字も学者によっては出しています。我々はむしろ、かなり高い天井が

あると見ているのですが、高い天井でいけば、成長率は１～２ではなくて、２

～３ぐらいは悠々と出るキャパシティを日本経済は持っている。ということは、

日本の船、「日本丸」というのは１～２％で漂流するのではなくて、３～４％

のスピードは十分できるのですが、それは政策如何によって、それだけの差が

あると人口予測も変わってくるわけです。  

 これはアメリカでもいろいろシミュレーションをやりまして、最近の人口問

題では、ほとんど長期の経済成長と人口と一緒にした実証分析が進んでいます

から、その点ももう少しやっていただけるといいなというのが一つです。  

 それから、消費志向の経済になっていくということは当然のことですが、ど

うも日本では、投資はいいけれども、消費は贅沢だというような固定観念が昔

から若干あるものですから、消費誘導の成長というものを軽視する傾向は確か

にあります。投資のほうを抑える必要は毛頭ないので、あらゆる面で投資を刺

激する必要はあるのですが、消費のほうは労働時間との関係が非常にありまし

て、労働時間を減らす過程において、消費－－家族旅行で北海道に行くとか、

そういった消費刺激の政策というのは労働時間との関係でかなり顕著でありま

す。ワークシェアリングのような形で時間を下げて、その部分の労働不足部分

は短期雇用をもっと増やすとか、いろいろな形で家庭の主婦がもっとパートで

働いていくというような形で、雇用問題の解決にもなるし、同時に、消費を刺

激する面もあるわけですから、消費に関しては労働時間の関数でありまして、

この点もぜひ分析をピックアップしていただけるといいのではないか。  

 もう一つ、ドルの問題です。ドルに関しては、さっきおっしゃったように、

ケインズはバンコールという考え方を昔に言って（もう 70年前ですが）、つぶ

されてしまったわけです。どういう形の世界通貨がいいかという点について、

ドルが軟着陸して世界通貨に移行していく。東南アジアの通貨というよりはや

はりＳＤＲのほうがいいわけで、既にＩＭＦはＳＤＲ建ての債券を出すという
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ことを決めておりますから、だんだんＳＤＲが浸透していくのではなかろうか

ということで、ドル一辺倒の時代は確かにだんだん下がっていくわけで、いま

のままのドルではアメリカの経常収支はなかなか解決しないだろうと思います。  

 特に重要な問題は、ドルを軟着陸させる過程において、円がだんだん上がっ

ていくわけですけれども、いままでのアメリカを攻撃する人たちは、浪費し過

ぎるとか、消費が高過ぎるとか、暴飲暴食をしてこんなになったのだと言うの

ですが、世界経済はやはりアメリカと中国の２つの機関車で引っ張られていた

わけであります。片一方の機関車がダメになったということは、経済の発展の

面から見ても、今後、インパクトが非常に変則的になるわけですから、アメリ

カの牽引力、機関車としてのアメリカというのは、赤字でありながらも進んで

いたわけです。これを各国の通貨が支持していたわけで、通貨の世界観があっ

たわけですから、これがすぐに変わっていくということはまず考えられない。

しかし、国際協調によって、ドル偏重からＳＤＲのような世界的通貨のほうに

変わっていくことは、私は非常に大賛成であります。  

 大体、以上でございます。  

 

○講師 まず最初の、人口を入れたモデルにすべきだというのは、おっしゃ

るとおりですけれども、この辺が日本のシンクタンクの大きな問題でして、日

本にシンクタンクはたくさんありますけれども、みんな営利企業なんですね。

そうするとどういうことが起こるかというと、常にコストとご相談ということ

になりまして、２～３年のＧＤＰの話から、 10年間ぐらいの予測から全部やっ

ているわけです。  

 確かに中・短期のモデルから長期のモデルまでみんな持っていますけれども、

そんな複雑なものはとてもメンテナンスができないということで、おっしゃる

とおり、人口のところから推計を始めればいいのでしょうけれども、既に公的

なものがあるところは、ついつい拝借してやらせていただくということになっ

ています。そういう意味では確かに経済と人口の話というのは相当複雑な話で、

年金の話も、そもそもそこからやらないといけないのですけれども、なかなか
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それは難しいかなということで、能力的にもちょっと難しいなと思います。  

 潜在成長率については、需給ギャップというものがそもそも何なのかという

ことでものすごく難しくて、最近の内閣府の潜在ＧＤＰの推計の仕方を見てい

ると、要するにトレンドなんですね。ですから、能力いっぱいやったらどのく

らいつくれるかというところと現実のＧＤＰのギャップを測っていないわけで

す。本当にフル稼働すれば、たぶん、ＧＤＰのギャップが４％とかそんな話で

はなくて、 10％とか軽く行くのではないか。  

 実はバブルのときにそういう計算をしてみたのですけれども、 10何％もあっ

て、どこまでいっても需給ギャップがゼロにならないということで、我々も内

閣府のやり方に改めたわけです。ですから、潜在ＧＤＰは本当に能力いっぱい

で、現実のＧＤＰがあって、ときどきゼロになるというのがもともとの考え方

ですけれども、潜在ＧＤＰがあって、そこを上に行ったり下に行ったりすると

いうような式になっております。  

 おっしゃるとおり、能力をもっと発揮させることができればＧＤＰは急激に

伸びるはずだということですが、ここは実は私はよくわからないところで、日

本の経済で能力いっぱいにつくるといったときに、コンピュータとか、車もそ

うですけれども、いまは減産して能力の半分以下でつくっているわけですから、

２倍は車がつくれる。しかし、いまの車の生産台数を２倍にしたら誰が買うか

ということになると、能力はあるけれども、実は売れないというものがたくさ

んできてしまう。そういう意味では、たくさん生産設備も能力も持っているけ

れども、フルに稼働させること自体なかなか難しいのかなと。産業がどんどん

変わっていって需要が変わっていく。実際にある需要との間で需給ギャップを

考えるとすると、３％、４％という潜在成長を実現することは難しいのではな

いかと思っております。  

 我々の大体のざっくりとした感じは、技術進歩率が１％ぐらいなんですね。

資本の伸びが、 0.78とか１％弱の寄与をする。労働力の伸びはマイナスに効い

てしまって、 0.5ぐらいマイナスに効く。そうすると、潜在成長率が 1.5とか

２％弱という感じで、これを３とか４にしようとすると、設備をよほど伸ばす
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か、技術進歩率が非常に高いというふうに仮定するか、という感じになってし

まうのではないかと思います。  

 

○Ｄ 時間のシミュレーションはやられましたか。  

 

○講師 時間まではちょっとなかなか。  

 

○Ｄ 労働時間を下げたときに消費が上がっていくんですよね。例えば観光

に行くとか。  

 

○講師  そうですね。消費はもっと増えるはずだと。私が闘っているのは

「消費飽和論」というもので、もっと消費が伸びるというと、既に家の中は物

がいっぱいだとか、誰ももう欲しいものはないとか、そういう議論をすぐにみ

んな展開し始めるわけです。  

 

○Ｄ それは住宅政策の問題ですね。  

 

○講師 住宅政策もそうですし、いまマンションはいくらでも余っています

ので、お金さえあれば広いマンションに引っ越せばいいんですね。だから、消

費が飽和するという議論はどこか間違っているのではないかと思いますし、結

局、所得が低いからこれ以上消費ができないとか、貯蓄率の話で言えば、資産

はあるけれども、将来の生活が不安なので使えない。使ってしまうと例えば 70

歳になったときに困るから、というので消費をしないだけで、別に欲しいもの

がないわけではない。本当に欲しいものがないのだったら、所得自体要らない

はずです。だけど、給料は増やさなくていいという人はどこにもいなくて、そ

んなにお金が余っているのだったら私が代わりに使ってあげますよというと、

みんな大体黙ってしまうわけです。  

 働き方の問題は非常に重要で、私が役所にいたときは、役所は会議が多くて
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非効率的だと。経済学の教科書によれば、民間企業は効率が悪いとつぶれてし

まうので猛烈に効率がいいはずだ、と思っていたのですけれども、民間企業に

行ってみるとやっぱり非効率的なんですね（笑）。延々と、何の生産性もない

ような会議をやっている。これは一体どういうことかなと思ったのですが、あ

れは教科書が間違っていて、非効率な企業同士が競争しているので、お互いに

相手に致命的な打撃を与えられないわけです。だから、ある程度大きくなって

くると、非効率が極みに達して、やられたはずの企業がみんなゾンビみたいに

復活してくるということで、たぶん、教科書に書いてある企業のモデルという

のは単純過ぎるのだろうという感じがします。  

 日本の企業と海外の企業を比べると、会議のやり方一つにしても、日本のや

り方は非常に非効率的で、この会議は何のために、何を決めるために集まって

いるのかという目的がはっきりしないので、とにかく１時間やりましょうかと

いうので、延々と会議をやっている。何のために集まったのかわからなくて、

会議のおしまいには、「じゃあ、もうちょっと実務的に検討しておいて」とい

うので会議が終わる。一体何のために偉い人が集まって会議をやったのだろう

か、という会議があまりにも多過ぎる。会議をやっていると、何となく働いて

いるような気がするという、そういう問題があるわけです。  

 会社でも、鐘が鳴るとサッサと帰る人は何となく働いていないような印象が

あるのですが、実はアウトプットを見てみると、５時にサッサと帰った人のほ

うがアウトプットがたくさん出ている。だけど、何となく、「彼は一生懸命や

ってないんじゃないの」、そういう評価のされ方になってしまう。  

 人事考課の仕方とか、人の評価の仕方とか、そういうところから変えていか

ないと、日本の社会自体、どうもうまくいかないのかなという感じがしており

ます。  

 

○Ｄ 結局、ライフスタイルを変えないとダメなんですね。それは住宅でも、

我々のグループでは、もう少し郊外の土地を使った一戸建ての形で－－高層の

マンションはもう余っていますが、むしろ庭付き一戸建ての、いい地域をどん
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どん開発して、住宅の一種のニュータウンを……。私は新潟によく行ったり来

たりするのですが、ニュータウンと称するものは随分余っていますよ。東京、

大阪、名古屋はアウトですが、しかし、やり方によっては、中都市の田園都市

構想－－この辺の住宅が起爆剤になって、あとは高速道路の無料化だとか、ワ

ンセットの需要喚起政策があれば、「日本丸」は、２％ではなくて３～４％の

スピードで十分に走れる、デマンドが起こってくるという説なんですけどね。  

 

○Ｂ 消費は、車とか家というのもありますけれども、東京で見ると、むし

ろ文化的活動とか、要するにモノではないところの消費が性向としては多いで

すね。  

 

○講師 住宅問題は、最近、高齢化との関係で都市のスタイルをいろいろ考

えていますけれども、 40代とか 50代は、いまおっしゃったような方向で、もっ

と郊外にゆったり住んだらいいのではないかということなのですが……。  

 

○Ｄ 若者が結婚しないんですよ。  

 

○講師 その次の問題として、高齢者がすごく増えていったときに、いま、

70何歳になったら、免許更新のときにいろいろテストをやるとかいう話があり

ますけれども、高齢ドライバーの問題というのは田舎に行くとすごく問題なん

ですね。  

 秋田の高速道路を走っていたら、すごくスピードが落ちてしまうわけです。

なぜかと思ったら、前のほうに高齢のドライバーの方がいらっしゃって、ゆっ

くり走っているのですが、そうしないと買い物ができない。車がないと生活で

きない。公共交通機関のバスがどんどん廃止されていってしまうので、自分で

運転ができなくなると死活問題になるわけです。  

 ただ、そういうふうに高齢者が点々と住むのはサービスを供給する側からも

非常に問題で、いま青森などは、コンパクトシティとかそういう話があります
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けれども、私も、ある程度の年齢になったら病院の近くに住むのがいいんだと

か、いろいろ考えるのですが、介護や医療、そういったことを考えると、高齢

者があまり分散されて住むのはまずいかなと。もうちょっと集まって住むとい

うスタイル。  

 ただ、若いときはもっと郊外に住んでいたい。家の買いかえみたいな格好が

うまくいかないといけないわけですね。日本の家は、買いかえようとするとす

ごく高いのです。手数料もすごく高くて、不動産屋さんに言わせると、広告代

はかかるし、なかなか買い手が見つからないということで、そう儲かってもい

ないと言っています。  

 この辺も、みんながもっと軽く家を住みかえていくということになれば、市

場がもっと大きくなってコストは下がるわけですけれども、どうも日本は、家

は一生モノで、一回買ったらずっとそのまま最後まで住み続けるということな

わけです。結局それが、高齢者が一人で非常に大きな家に住んでいて、２階建

てなんだけれども、２階は誰も行かなくて、足腰が弱くなって１階だけで住ん

でいるとか、そういう非効率を生んでいるのではないかと思います。もっと住

みかえが簡単にできるようなことを、考えていかないといけないのではないか

と思います。  

 

○Ａ 世帯数の１割増しぐらい家があるわけでしょう。だから、住宅資本の

効率というのは非常に低いわけですね。年齢的な固定費もかかる。この問題は、

これからあと２～３回かけて勉強しようとしていて、専門家もおいでになりま

すから、それは一応おくとして、ほかにご質問をいただければ。  

 

○Ｅ 住宅ほど大きな需要の問題ではないのですけれども、中に入れる冷蔵

庫、白物、そういうのも、日本人はやはり頭を使いますので、最近はエコの冷

蔵庫というのが売れていて、冷蔵庫の電気の消費が少なくて済むそうです。そ

んなのが結構売れているとか、自動車は電気自動車とかありますが、それはど

の程度の発展を見せるのか。この先、消費とかそういうものに影響していくの
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か。それが一つです。  

 それから、ロボットや何かの開発がございますね。これは介護の手助けに大

変役に立つと思うので、これも将来、やり方によっては有望なのではないかな

と思いますがどうでしょうか。  

 

○講師 エコの話は、まだ相当大きな需要が見込めると思います。地球でど

れくらいのエネルギーの消費が許容されるのかということによると思いますけ

れども、途上国の中国やインドがみんな車に乗り出したら、えらいことなので、

先進国はよほどエネルギーの消費を削減しないと、彼らは我々と同じ生活はで

きない。そういう意味では、もっともっと効率的な製品でないと国内では使え

なくなるということだと思いますので、需要はものすごく大きいということで

しょうね。  

 ロボットは重要なもので、介護などでは、いま人間がやっているところは非

常に大変なので、ロボットが助けてくれたら随分と違うだろうと思います。私

が興味を持っているのは、本当のロボットではなくて、人間に装着して、力を

入れなくても人が持ち上げられるというスーツみたいなものがあって、あれは

何か良さそうだなと思うんですね。  

 ただ、ロボットがどこまで人間を代替してくれるのか、よくわからなくて、

鉄腕アトムとか、ほとんど人間みたいなああいうのが出てくれば、我々も働か

ないで寝て遊んで暮らせるということになるわけで、そこまでいくと、経済学

は、不足したものをどう分けるかという学問ですから、もう経済学は要らなく

なる。ロボットが何でもつくってくれるし、必要なものはロボットが何でもや

ってくれる。我々は寝て遊んでいればいいということになるわけで、そういう

時代がどこかで来るのかもしれないですけれども、残念ながら、いまのところ

は見えないということですね。  

 

○Ｆ 外国人労働者の活用ということで、将来、労働力不足で、 1,100万人－

－高齢者であるとか、女性の働く場を活用したとしても 500万人とか、その分
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を外国人労働者に依拠しなければいけないだろうというお話の中で、これから

は一般的に、数字合わせとか単純労働ではなくて、例えば先ほどお話があった

留学生、日本で高等教育を受けた留学生、そういう人の戦力化であるとか、あ

るいは世界から優秀な人材を集めるということが必要ではないかと思います。  

 それから、最近、私がちょっと残念に思っていますのは、フィリピン、イン

ドネシアからの介護士、看護士が予定ほど集まっていないという状況の中で、

数字ではなくて、どのようにして日本にとって必要な、戦力となる外国人を集

めていくのか。  

 外国人労働力問題協議会というのがありますが、たしか官房副長官がトップ

で各省庁の局長さんという取り組みで、事務レベルではいいのかもしれません

が、今後、（負担もありますけれども）外国の労働力をどう入れていくのかと

いうことを判断していく上では、まだ弱体なのかなと思います。そういう意味

で先ほどお話があったように、一定の柱を立てて、それに必要な外国人をどう

確保するのか。今後、それを進めていく上で何が必要かといいますか、どうい

う点を留意する必要があるのかという点をお聞きいたしたいと思います。  

 ちなみに、最近、外国人もいわゆる住民基本台帳の対象になりまして、教育

問題とかそういったものは、いままでは把握もできなかったわけですけれども、

ようやくそれができるようになった。ただ、それは行政の受け身のフォローで

すから、受け身からさらに積極的に展開するときに、今後、どういう点を考え

なければいけないのかということについて、ご示唆をいただければと思います。  

 

○講師 外国人労働者問題というのはものすごく難しくて、みんないろいろ

なことを考えているわけです。少なくとも現実を見る限り、いま外国人労働者

を本当に受け入れているところは、ものすごく底辺の低賃金労働者です。私は、

これはあまり望ましくないというふうに思います。ドイツでもトルコ人をたく

さん入れて、結局、すごく問題になっているわけですね。ですから、底辺の人

たちをいっぱい受け入れて問題を緩和しようというやり方は、やはりどこかで

行き詰まる。  
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 そうだとすると、知的労働者とかそういう人たちですけれども、これはこれ

で受け入れる側がものすごく抵抗していると思うんです。現実に、大学でもそ

うですけれども、自分と競争するような人材を受け入れるという話になると、

みんな嫌だと言うわけです。みんな、口では外国人をもっと受け入れるべきだ

と言いながら、本心は実はそうではない人たちがたくさんいて、我々はものす

ごくバリアを持っているのだと思います。  

 ですから、どういう人材を受け入れるのかという基本的な考え方がないとい

けない。そこで、特殊な能力を持った人材－－高度能力人材と言いますけれど

も、その中に介護とか看護師さんというのが、高度で特殊な技能を持った人材

ということで認定されて入ってきていますが、これは本当にそうなのか。介護

などは、実はコストが安いからフィリピンの人に入ってきてほしいだけで、特

殊な技能を持っているわけでも何でもないと思うのです。その心は、安い労働

者として介護保険のコストを下げたいから、フィリピンの人たちを受け入れた

いと言っているだけではないのか。それではやはり人は集まらない。  

 私は、そこはもっと高いお金を払えばいいと思うのです。日本語をわざわざ

覚えて……、非常に微妙なコミュニケーションですから、日本語ですら難しい

ですね。お年寄りの本当に体の弱った人たちとうまくコミュニケーションをし

て、しかも、それで幸せになってもらおうとすると、これは非常に難しい仕事

だと思います。だから、私はもっと高い給料を払えばいいと思っているわけで

す。それを全部、公的な介護保険でやろうとするから無理で、介護保険は最小

限。その上は、お金を払える人だけがより良いサービスを受けられるというこ

とになると思います。  

 

○Ｂ 年金も公的年金と民間の生命保険、二階建てですね。介護で同じ形は

考えられるのか。考えられるとしたら、どういう形が考えられるのでしょうか。  

 

○講師 私は、介護でも医療でもやはり二階建てというのはあり得ると思い

ますし、世界的には二階建てだと思うんです。ベーシックなところがあって、
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そこから上は全部有料というスキームです。そのときの問題は、土台の公的な

ところをどこまでやるかというのをみんなでよく議論しないと、本当に必要な

ところを削って、二階で全部自分でやればいいではないかという話になって、

貧しい人が困ってしまう。それをみんなが警戒するから、全く二階建てという

のを排除しようという方向になってしまうので、そこの制度設計がものすごく

難しいと思います。  

 

○Ａ おっしゃるのは、いまの保険適用をもう一段下げるわけですか。  

 

○講師 いえ、いまの保険適用を下げるというわけではないのですが。  

 

○Ａ そうしないと資源が出てこないですね。  

 

○講師 まず第一は、年金は高過ぎると思います。それはなぜかというと、

医療とか介護のコストが全部……。  

 

○Ａ 私的年金にして、どこかで売ってもらえばいいわけですね、その年金

は。  

 

○講師 ですから、年金のところはもっと下げて、医療とかそういったとこ

ろのベースは、いまぐらいのところがカバーされていると。その上に年金のと

ころで……。  

 

○Ａ ただ、医療というのは非常に労働集約的な事業ですから、資源がない

わけですよね。医療供給というか、医者がいないわけでしょう。だからフィリ

ピンだとか、インドネシアという話になるのではないでしょうか。  

 

○講師 私は、医者はたくさんいると思っているんです。足りないのは看護
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師なんです。  

 

○Ａ 看護師も、日本国内では絶対不足ではないですから。  

 

○講師 いま、看護師も医者もなぜ足りないと言っているかというと、みん

な結婚すると辞めてしまうのです。なぜかというと、子供が生まれたときに、

お医者さんをやりながら子供を育てるのは無理なので、そこで挫折してしまう

わけです。数年、医療の世界から遠ざかってしまうと、とてもじゃないけれど、

ついていけない。  

 

○Ａ 看護師さんというのは、その隙間が十何万かあるでしょう？ 資格あ

る人と実際に働いている人の間。  

 

○講師 これも、数が少ないから重労働になる。重労働になるからみんな逃

げていってしまう。逃げていくので、ますます足りなくなって重労働になる、

こういう悪循環なんですね。だから、もうちょっと給料を増やして人を集める

ということをやらないといけないと思いますし、看護師さんの中も階層化して

あげて、非常に高度なことをやる看護師から、本当に話を聞くというクラスの

……。  

 

○Ａ 昔は看護婦派出所というのがいっぱいあったんですね。いま、そうい

う業態はないでしょう。子供が熱を出すと、看護婦を雇ってやっていましたよ

ね。１カ月 30万かかるとか何とかという話があったけれども、いま、プライベ

ートで看護師を雇って、自分の家族なり自分なりの看護をさせるということは

ないのではないですか。マーケットがなくなってしまった。  

 

○Ｂ 「高級介護サービス株式会社」というのが、許されるかどうかですね。  
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○Ａ 派出看護師業でもいいですね。  

 

○講師 私はそこは、医療行為に対する規制が厳し過ぎると思います。  

 

○Ａ 注射もできないとかね。  

 

○講師 注射もダメとか、痰を吸ってはダメとか、そういうふうにあまりに

も厳しくやり過ぎているので、資格のある人しか絶対やらせないということを

やっているとダメで、もう少し広く認めてくれるといいのではないかと思いま

す。  

 

○Ａ それは、士（サムライ）優先だから、資格のある人に何か仕事をあて

がうために、手を出してはいかんという規制が多いですね。  

 

○講師 究極はお医者さんの仕事をすごく狭く限定しているところにあって、

海外では看護師さんがやっているような話も全部医者がやっているから、忙し

くてたまらない。それはもっと看護師に移せばいいわけです。看護師のやって

いる仕事で雑用的な話は、看護師の資格すら要らなくて、もっと下のほうに移

していけばいいというふうに、上のほうからずらしていかないとダメだと思い

ますね。  

 

○Ｂ 混合診療もそうですね。  

 

○講師 ええ。例の心臓のＡＥＤだって、宮様が亡くなったからようやく入

ってきたわけで、あれがなかったら、未だに日本では認められていないと思う

んですね。  

 

○Ｂ さっきおっしゃったように、大学で例えば介護のほうに進もうという
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人たちが非常に希望がないんですね。介護をやりたい、やりたいけれども、そ

れで食っていけないということで、そこに対するインパクトが非常に弱いわけ

です。だから、そこのところを何か合わせるというような仕組みができないで

すかね。  

 

○講師 これはしようがない、もっと賃金を高く払うという、そこの防衛が

必要だと思いますね。いや、どう考えても大変な仕事ですよ。  

 

○Ａ 医者からすると、せっかくマスターなりドクターになった看護師にも

っと仕事を移さない限り、この人たちはいつも、白い衣を着てお医者の補助を

しなければならないということを運命づけられているわけでしょう。もうちょ

っとできてくると、新しい垣根の移動ができるのかもしれませんね。  

 介護の問題でもそうだと思います。高級介護士、一級介護士、二級介護士と、

仮にそういうものが許されるとして、一級介護士というのをちゃんとつくって、

大学の４年の課程を経た人は２年研修してなると。こういうことにしたら、そ

れなりの分業化ができるのではないでしょうか。  

 

○講師 「規制改革会議」では「高度な教育を受けた看護師の活用」みたい

なことが検討事項に挙がっていますが、あれが検討事項に挙がってくるまでに

ものすごい抵抗があるんですね。本当に徐々にしか進んでいないので、そこの

ところがもうちょっと進まないと、みんなが不幸だなと私は思います。  

 

○Ａ 何でも抱え込んでしまうわけですね。  

 

○Ｃ 話は全然違いますが、外国人労働者の問題で、いま、この不況に入っ

て、地域的に言えばかなりまとまった外国人労働者の導入地域がありますね。

大田原にしても愛知にしても、企業に対する社会的な負担の問題とか、その辺

の何か制度的な議論はありますか。  
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○講師 いや、あまりないです。例えば、失業保険をちゃんと入れろとか、

そういう話はありますけれども、そこぐらいですよね。  

 

○Ｃ それがないのに、外国人労働者の不足分を補うという発想に行くのが、

おかしいなあという感じがするんですね。逆に、この間、ある大学の先生と話

をしていたら、研究開発の分野で外人が日本に来ないと言うわけです。それは、

これから日本にとってものすごく大きいハンディキャップになるので、そうい

う問題を解決するためにも、外人に対する考え方というか……。  

 大学院の生徒は増えているんですよ。どういう勉強をしているかよく知らな

いのですけれども、どこの大学にもいるんですね。  

 

○講師 ほとんど自分の国に帰ってしまうと思うんです。もったいないし、

実は、この人たちを受け入れるには社会的には結構コストがかかります。私が

留学しているときもそういう経験をしましたし、アメリカはワシントンに役人

がたくさん行くので、その人たちの話を聞きますと、子供が日本から行くと言

葉がわからなくてすごく苦労する。だけど、現地の受け入れ体制は素晴らしい

んです。英語のわからない子供向けにちゃんと専門のクラスがあって、そこで

ちゃんと面倒を見てくれるわけです。  

 

○Ｃ それを進めるべきじゃないですか。  

 

○講師 それぐらいのコストを払ってやろうというあれが、受け入れ側にな

いといけないのですけれども、いまの義務教育の考え方は日本語で教育すると

いうのが基本ですから、海外から外国人の子供がいっぱい来るとか、日本語が

できない子供がいることが前提になっていないわけです。それを本当に市町村

の負担でやるのか、という話ももちろんあるわけですね。だから、その辺のと

ころからまず議論しないといけないのではないでしょうか。  
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○Ｃ カリフォルニアの大学なんか、既に教授陣から韓国、中国がかなりの

数を占めてきているという状況でしょう。日本は、向こうへ行ってやればいい

んだ、という話になるんですかね。  

 

○Ｂ 名古屋では、日中、ブラジル人の小学生が遊んでいるというのがすご

く多いです。ブラジルは義務教育がないので、日本語の学校に行かなくていい

わけですから、小学校４、５年のブラジル人が、日中、遊んでいるわけですね。  

 

○Ａ 本国でも義務教育ではないんですか。  

 

○Ｂ ええ。本国の適用だから。しかも、日本語の学校に行ってもわからな

いということで、みんな遊んでいるんです。社会的負担を企業は負っていない

わけです。  

 

○Ａ 一つだけ伺っておきたいのですけれども、企業の組織の中に外国人を

入れる（修士でもドクターでもいいですが）、それは難しかろうというのはわ

かるんですね。だけど、アメリカモデルで、どこで生まれた誰だってみんな、

アメリカ人になればなってしまうわけでしょう。そういう意味での企業という

のは、いろんな人種なり、いろんな文化の人が入っていると思いますけれども、

ヨーロッパでもそうでしょうか。  

 例えばヨーロッパの大企業、あるいは国際的な企業……、多国籍企業ともな

ればいろいろな国の人がいるとは思うけれども、そういうところの人でも、ア

メリカ型の企業組織モデルなんでしょうかね。  

 

○講師 まあ、外国人労働者がたくさんいるのは確かですけれども、たぶん

ドイツなどのモデルでも、トルコ人とかそういう底辺の人たちですね。だから、

アメリカほどいろんな人たちが来てやっているわけではないんじゃないですか

ね。  
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○Ａ 日本なんかはもっと硬直的な世界で、これは当分、なおるわけもない

ですけれども、士（サムライ）という分野がいっぱいありますね。弁護士、税

理士、会計士、医師、看護士もそうですね。「士」という組織のないところへ

入れてくるんじゃないでしょうか。これくらい反発の強いものはないわけでね。  

 そうすると、そこから入ってこなければいけないわけだけれども、なかなか

業態的な政治、業界政治というものが強いですから、そう簡単に入れないでし

ょう。知的な外国人労働力の使い方というのは、そう言うほど簡単ではないと

思いますね。中央組織には、ヨーロッパだって入れないわけでしょう。自分の

植民地から入ってきた人はどうか知りませんよ。でも、そうでない人は、ドイ

ツ人がフランスの会社へ行って社長になれるかというと、サルコジみたいに大

統領になるのもいるし、ゴーンとか、まあ、聞いた範囲でいないことはないで

しょうけれども、例外ですよね。その辺はまた、教えていただける機会があれ

ばと思いますが。  

 

○Ｇ 今後、インフレに関してはどのようにお考えでしょうか。医療や介護

のサービスを受ける方々は高齢の方々で、そういった方の年金とか預貯金での

投資になってきますので、ダメージは大きいかと思います。半面、不動産市場

などは、多少のインフレ局面がないと動かないというのもあったりして、どう

考えるのだろうかと。  

 

○講師 私は、どこかでまたインフレになると思っていますけれども、なか

なか来ないですね。少なくともこれだけ世界じゅうでお金をばらまいて、何も

起こらないというのは、おかしいと思います。既に原油とか一次産品とかは上

がり始めていますね。我々にとってうれしい上がり方ではないですけれども、

とにかく物価は上がると思いますね。  

 

○Ｄ 金利もちょっと上がり始めましたね。  
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○Ｂ インフレはないんだけれども、金利が上がる。しかもコストプッシュ

の物価の上昇と、一番最悪のケースが起こる可能性はありますね。これだけ国

債をアメリカも日本も発行したら、金利は上がりますよね。  

 

○講師 それはある意味で、中国人の人たちの労働の収入というか、コスト

が高くなるということだと思います。我々から言いますと、安いものが中国か

らいくらでも入ってくると思ったのが、それは考えが甘かったということだと

思うんですね。  

 

○Ｈ 先ほどから、介護や看護の賃金が低過ぎるから上げなければいけない

という話をお聞きしながら、現場でどんなことが起きているかというと、介護

職が現場に行くと、「こういう仕事をしていて大変ね、偉いわね」と言われて

いても、結局、尊敬されるようなことにはなっていないというのが介護の現場

なんですね。  

 実は住宅の事情をお聞きしたかったのは、住宅は本当は余っているわけです。

だけど、行って困るのは、住宅事情が悪いがために介護ができない現状がある。

そのために、特別養護老人ホームであったり老人保健施設に入れなければいけ

ないという現状があるので、この住宅事情というのは、これからの経済の中で

どういう動きを……。余っていながら足りないというか、それをどういうふう

にマッチングしていくのだろうかというのを、聞きたかったなあなんて思いな

がらおりました。  

 

○講師 一つだけ申し上げれば、高齢者の方を１人で賃貸に受け入れるとい

うのはまず無理だと思います。やはり受け入れる側が非常に嫌がります。そう

すると、ご専門かもしれませんけれども、私は、在宅型で高齢者の面倒を見て

いこうというのは限界があると思うんですね。どこかで受け入れる施設をつく

らないとダメだと思います。  
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○Ｈ 住宅型の施設ですね。  

 

○講師 そうです。それでまとめてみんなで面倒を見るほうが、たぶんコス

ト的にも安いのではないか。どうも国の政策の方向として、施設型介護は費用

がかかるので、家庭に押しつけようとしているのではないかと思うわけです。

それは、どっちにとってもあまり幸福なことではないのではないかと思います。  

 

○Ｈ 高齢者住宅とかの市場というのは、民間企業や何かも……。  

 

○講師 それは難しいですね。先ほどリバースモーゲージの話がありました

けれども、これは民間の機関だったらものすごく難しいです。リスクが大き過

ぎます。よほど大きな市場でないと……。  

 

○Ｄ 政府が公的な支援をしないとね。  

 

○講師 途中で住宅の価値がなくなったら、そこで放り出すことができれば

いいですけれども、一体何歳で亡くなるのか、全く予測もつかない。アメリカ

型ではどうもそういうものがあるらしいですね。住宅の資産価値のある間は面

倒を見るけれども、なくなった瞬間に退去してもらうと。  

 

○Ｃ いま、信託銀行がみんな嫌がっていますね。  

 

○講師 ちょっとホームページで見たのですが、信託銀行でやっているのは

そういうタイプのものです。保険数理で、 70歳で亡くなる人も 90歳で亡くなる

人も、全部まとめて面倒を見ましょうと。入っている側からすると、死ぬまで

家にいられるというタイプのリバースモーゲージをやろうとすると、よっぽど

大きなロットでやらないと無理だと思います。  
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○Ｃ 30年前にやって、いまから 10年前からは、「ほとんどやりません」と。  

 

○講師 よほど全部、ものすごく大きな規模でやるということを一気にやら

ないと、保険の「大数の法則」が働かないわけです。最初にやった頃はきっと、

住宅の値段が上がるという前提でやったので、大数の法則がなくても絶対損を

しないと思ったと思うんです。現実に上がらないとなったら、なかなか信託の

原理ではできないと思いますね。  

 

○Ａ だいぶ時間がオーバーいたしまして、どうもありがとうございました。

（了）  

 


